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概要情報 

事件名 亊i�ﾈ琶YH��������������������������������������������������

事件番号 �(i┴勾[ﾙ�ﾃ#YD竕W8ﾜB��csxﾘb)�cs俘h������������������������������

再審査申立人 乘H�檍��ｭi�ﾈ琶YB��X檍���b併�csxﾘeﾘ����������������������������

再審査申立人 ��9?ｩgｸﾉｩ�ﾘ暮t�����┼:ﾙ�xﾘxｭi�ﾉ&霎i�h5(98迚YB��Y�xﾘx�b併�cs俘eﾘ������

再審査被申立人 ��9?ｩgｸﾉｩ�ﾘ暮t�����┼:ﾙ�xﾘxｭi�ﾉ&霎i�h5(98迚YB��Y�xﾘx�b併�csxﾘeﾘ������

再審査被申立人 乘H�檍��ｭi�ﾈ琶YB��X檍���b併�cs俘eﾘ������������������������������

命令年月日 兌ﾙ�ﾃ#yD��ﾈ�#�?ｨ������������������������������������������

命令区分 弍ﾈｷ�����������������������������������������������������

重要度 亦�事件概要 刋刋丼ﾘ��･ﾒ�

命令主文 冏ｸﾈ�XﾜI�(ﾛ��ﾉzx,H/�ｯﾈｷ�+x.��(������������������������������

判断の要旨 ���xﾘx醜.x,���+X�ｨ鳧ｾ�,ﾉ+)�陷�螽ｾ�/�辷ｸｸ+X,�*(+�,h,ﾘ��W9y�h竧宜*(,�9b�たるか。 蜜議撥麗撥霧擬築 

えるか。 壱鵠宗酪農と悲報藷籠鶉醐稽騎 手繋翳とぅ謹轟鷲離籍鶉漂端真諾謡籠鵜 

い。 3福利厚生資金の支給をやめる等したことは、支配介入に当たるとともに、不誠 

讃擬難読鰯 
応は、不誠実であったとはいえない。 講諸藩粥鑓離籍欝驚艶麗賽に護統柴諸か 

正当な理由があるといえるか。 擬醗醗攫翳議 

ず、正当な理由のない団交拒否には当たらない。 5組合副執行委員長の出席を理由に団交拒否等したことは、正当な理由がある 

といえるか。 撥蕾轡差額饗籍讃~鵜 

とはいえない。 6組合事務所での団交開催に応じていないことは、団交拒否に当たるとともに、 

支配介入に当たるか。 
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関西宇部(概要情報)

讃蟻翳擬態
籠欝擬讃麗喜
たらない。
8土曜稼働に係る団交申入れに応じなかったことは、正当な理由があるといえる

績藷驚撃馨驚
組法第7条第2号の不当労働行為に当たる

顛末情報 

事件番号/行詰番号 冖ﾙ}�iZ｢�ｸﾈ粟iZ｢�命令年月日/判決年月日 

大阪疇労零平成23毎(不)驚63骨"24 生血盈塑星 �ｩYHｷ鞋��平成25年10月15日 

東景:師毅平成27隼(待ち)籠371早 弍ﾈｷ��平成28年4月14日 

東京意識平戒28毎(行コ)笛「87号 弍ﾈｷ��平成28年11月10日 

吉報平成29毎(行ツ)篤66号・平 ��8ﾙ�ｯﾈｷ�(�8ﾙ�W8�9yﾒ�平成29年9月7目 
〇百1 29毎(行ヒ)第65号 

捻挫#醐4KBytefoりますoまた、 PDF形式になっていますので、ご覧になるにはAdobe F‘eader(無料’
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大阪府労委平成23年(不)第63号"24年(不)第51号(概要情報)

労働委員会命令データベース

(この事件の全文鰭報は、このページの最後でご覧いただけます。 )

[命令一覧に戻る]醐

概要情報 

事件名 ��Xﾞ9Wｹ┴勾[ﾙ�ﾃ#9D竕W2��cc8ﾘb##ID竕W2��cS�ﾘb�

事件番号 ��Xﾞ9Wｹ┴勾[ﾙ�ﾃ#9D竕W2��cc8ﾘb##ID竕W2��cS�ﾘb�

申立人 負┼:ﾙ�xﾘr�

被申立人 乘H�檍����

命令年月日 兌ﾙ�ﾃ#YD���ﾈ��Y?｢�

命令区分 �ｩYHｷ鞋��

重要度 ��

事件概要 儂ﾙ�ﾉzy�ﾈ檍��*ｨt��xﾘx醜,���+X��ﾘ鳧ｾ�,ﾉ+)�陷�螽ｾ�/�辷ｸｸ+X,�*(+�,h��t�[ﾒ�
成22年度冬季及び23年度夏季の鵜時金並びに23年7月分からの賃金減額に係 
る団交で不誠実な対応をしたこと、③組合員Hに対し、懲戒処分に係る弁明の機 
会について通知したこと、申立人組合の副執行委員長の出席を理由に上記懲戒 
処分に関する団交を拒否したこと等、④組合に対する福利厚生資金の支給を中 
止したこと、⑤組合の事務所での団交開催を拒否したこと、⑥組合の分会事務所 
及び組合掲示板を撤去したこと、⑦土曜稼働に係る団交申入れを拒否したことは 
不当労働行為であるとして、救済申立てがあった事件である。 
大阪府労委は会社に対し、上記⑦の団交の応諾及び文書手交を命じ、その他 
の申立てを棄却した。 

命令主文 ��Nﾙ�ﾉzy�ﾈ,ﾘ��[ﾙ�ﾃ#ID�8ﾈ���mｩWH*�,Y�ﾉzy�ﾈ*�.y�ﾉ?ﾈ.ｨ,ﾈ*�,�+ﾙ7况ｨ�):ﾘ,��
係る団体交渉に応じなければならない。 
2　被申立人は、申立人に対し、下記の文書を速やかに手交しなければならない。 
記 　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日 

X労働組合 
執行委貝長　A　様 

株式会社Y 代表取締役B 

当社が行った下記の行為は、大阪府労働委員会において、労働組合法第7 
条第2号に該当する不当労働行為であると認められました。今後、このような行為 
を繰り返さないようにいたします。 
記 (1)平成24年1月27日に開催が予定されていた団体交渉について、貴組合副執 

行委員長C氏の出席を理由として拒否したこと並びに同副執行委員長の当社へ 
の謝罪及び団体交渉担当者の変更を団体交渉開催の条件としたこと。 
(2)平成24年3月10目付けで貴組合から申入れのあった土曜稼働に係る団体 
交渉に応じなかったこと。 

3　申立人のその他の申立てを棄却する。 

判断の要旨 ���xﾘx醜,���+X��耳鳧ｾ�,ﾉ+)�陷�螽ｾ�/�迚ZX.ﾘ,�*(+�,h,�,(*(,B�
調整加算金の支給は、被申立人会社に以前、事業を譲渡した申立外Z社で慣 
行として行われていたもので、年齢50歳以上57歳未満の未組織従業員が対象と 
されていた。会社はこの慣行を漫然と踏襲していたものであり、また、申立人組合 
が問題としている組合貝2名は上記の支給対象年齢ではなかったとする会社の 
主張が明らかに不合理であるともいえない。したがって、会社が、両人が組合員 
であるが故に、ことさらに不利益に取り扱って支給しなかったものとはいえない。 
2　平成22年度冬季及び23年度夏季の一時金等に関する団交での会社の対応に 
ついて 22年度冬季一時金に関する団交において、会社は一時金の減額理由について 

経営再建中であること等を説明して回答し、また、-時金を仮払いとして支給して 
おり、その後の交渉が拒否されているとの疎明はない。23年度夏季一時金に関し 
ても、業績の赤字等の減額理由を示して回答し、団交は継続的に開催され、会社 
が回答を拒否しているとの疎明はない。以上のことからすると、会社の対応は不 
誠実とまではいえない。賃金減額に関する団交に関しても同様である。 
3　組合員Hに対し、懲戒処分に係る弁明の機会について通知したこと等について 
会社が懲戒処分の理由としたHの行為は組合活動に参加した際のものと推認 
できるが、処分決定に先立ち、同人に弁明の機会を与えたその手続自体に問題 
があるとはいえない。また、会社はHの懲戒処分について組合と団交を複数回 
行っており、文書提出の機会も与えているのであるから、組合員を組合から孤立 
させたり、組合の弱体化を図ったものとはいえない。 
会社は組合の副執行委員長の出席を理由に団交を拒否したことについて、平 
成24年1月に行われた違法な組合活動を主導した同人を交えると、双方が感情的 

https ://www.mhlw ・ gO jp/churoi/meireLdb/mei/m l 1 3 0 1.html



大阪府労委平成23年(不)第63号"24年(不)第51号(概要情報)

なって正常な団交になり得ないと考え、同人が同席しない形で団交を行うことを

撥擬翳讃擬雑器隷籍謁
組合に対する福利厚生資金の支給を中止したことについて
エ商妊1年度以降、組合と会社との間で福利厚生資金についての協定が成立し
1‾/!X’∠ i 「-I叉↓`^iJ平ヽ　m田口`-コ=l細-」Vノl口i　ヽ l幽’l.’」I“事’-・.」jミ‥おふI、‾ “‾ V ‾　、 ‾′ uJ|iノヾ-′● Iン}-.:・」〉

おらず、会社はそれを支給していないこと、及び会社は2三年度の春闘交渉i三係
る回答書においてニ23年6月末までに年間3万円を会社の福利厚生事業の-部補

臨謹讃醗讃轡蟻鶉藷醗讃
渉での合意により決められていたのであり、上記のような慣行があったとまでは

讃詣綜欝醇籍讃讃轟撃粍韮緒鵠豊

麗麗饗翳議叢
加して会社に対する抗議活動が行われ、その後、刑事事件となったこと等からす
れば会社が組合事務所以外での開催を求めることに全く理由がなかったとはい
えず、また、会社は中立的な場所としてホテルの-室での開催も提案しており、会

議翳鰯轡諜麗諾
百〇組合の分会事務所及び組合掲示板を撤去したことについて

く績装舘諾路盤鮭号覇藷鶉鑑観亨論説害
ことが認められる。

諾鰐繋灘諾簿翳讃蕪藤懸寵
て、会社がEの組合脱退の件について確認した際、組合から特段の異議は出され
ていない。巨がP分会事務所を明け渡したことについて、組合の黙示の同意があっ
たとみられてもやむを得ない。

鰭寵驚藷讃鷲攫鰐謀議翳轟
いから支配介入に当たるともいえない。
7裁讃里識醒雑報寵請謁試王も働。ておらず、また、 。
工場の組合員に出勤してもらう状況でもなかったことから、本件土曜稼働は義務

攫藷鶉讃鰯
とに正当な理由はない

顛末情報 

事件番号/行訴番号 冖ﾙ}�iZ｢�ｸﾈ粟iZｨ������������ﾙkﾙ}�霾�?｢�ｸﾈ吋霾�?｢�

中労委平成25年(不再)笛77号〇第79 呈 弍ﾈｷ��平成27年1月21日 

東京地裁平成27毎(行ウ)築371号 弍ﾈｷ�������������������������ﾙ[ﾙ�ﾃ#吋紿ﾈ��I?｢�

東京高裁平戒28年(行コ)篇「87号 弍ﾈｷ��平成28年11月10日 

恵蓮平成29毎(行ツ)第66号・平 29毎(行ヒ)第鵬号 ��8ﾙ�ｯﾈｷ�(�8ﾙ�W8�9yﾒ�平成29年9月7日 

轟輔謹選窒鵜麗艶6KBytefoりますoまた・ PDF形式になっていますので、ご覧になるにはAdobe Fieader(無料’

https://www.mhlw.go.jp/churoi/meireLdb/mei/m l 1 3 0 1 ・html

に
要
に
交
交
4
.
1
-
て



東京地裁平成27年(行ウ)第371号関西宇部不当労働行為救済申立棄却命令取消請求事件(概要情報) 1/4ページ

労働委貴会関係裁判例データベース

(この寧件の全文鰭報は、このページの最後でご覧いただけます。 )

上岡珂貢瞳堕園圏　圃

概要情報 

事件番号・通称事件名 �8ﾈｹ�&鞏兌ﾙ�ﾃ#yD竏ﾗ8.ｙ�c3s�ﾘb�
関西宇部不当労働行為救済申立棄却命令取消請求事件 

原告 譜�Y┼:ﾙ�xﾘxｭi�ﾉ&霎i�h5(98迚YB��Y�xﾘx�b��

被告 侘X*ﾘ�Zｨﾗ9�ﾙ*�)(h匯┼:ﾘ効醜橙��

被告補助参加人 乘H�檍��ｨ�R��X檍���b��

判決年月日 兌ﾙ�ﾃ#吋紿ﾈ��I?｢�

判決区分 弍ﾈｷ��

重要度 ��

事件概要 ���xﾘx*ｨ��t��ｨ鳧ｾ�,ﾉ+)�陷�螽ｾ�,ﾉW8辷ｸｸ,�.h.俚y¥ｩ4偃h宜*(,ﾈｽh鉅ｷ�-�[ﾒ�
成22年12月15日以降の一時金の調整加算金の支払、②-時金、賃金の支給 

警塞掌残酷懸蔓擬霊:雛詳築麗撹壷韓控龍編 
額分の支払、⑤組合との合意のない賃金減額の禁止及び平成23年7月分以降 
の賃金減額分の支払、⑥組合員の労働条件について組合員に対する個別交渉 
の禁止及び組合員の懲戒処分についての団体交渉応諾、⑦組合の副執行委員 
長が出席することを理由とした団体交渉拒否の禁止並びに副執行委員長の謝罪 
及び交渉担当者の変更を団体交渉開催の条件とすることの禁止、⑧平成2「年 
度以降の福利厚生資金の支払並びに福利厚生資金の支給額及び支給方法につ 
いての誠実団体交渉応諾、⑨組合の事務所での団体交渉開催拒否の禁止、⑲ 
組合の分会事務所及び掲示板の回復並びに分会事務所等の設置についての誠 
実団体交渉応諾、⑪謝罪文の掲示及び交付、⑫土曜日を含む休日の工場の稼 
働(以下「土曜稼働」という。)についての誠実団体交渉応諾を、救済内容として申 
し立てた事件である。 
2　大阪府労委は、会社に対し、土曜稼働に係る団体交渉応諾(上記⑫)及び組 
合の副執行委員長の出席を理由とする団体交渉拒否等が不当労働行為である 
と認められたことに係る文書の組合への手交(上記⑦)を命じ、その余の申立てを 
棄却した。 
3　会社及び組合は、これを不服として、中央労働委員会に、それぞれ再審査を 
申し立てた。中労委は、各再審査申立てをいずれも棄却した。 
4　組合は、これを不服として東京地裁に行政訴訟を提起したが、同地裁は、組 
合の請求を棄却した。 

判決主文 ��ﾋHﾙ�,ﾉ���/�ｯﾈｷ�+x.��"�
2　訴訟費用(補助参加によって生じた費用を含む。)は原告の負担とする。 

判決の要旨 ��c8��9hﾝ僵ｸ�,ﾉKｹ&b�
1争点(1)(会社が、平成22年「2月15日以降の一時金支結時に、組合の組合 
員に対し調整加算金を支給していないことは、組合員であるが故の不利益取扱 
いに当たるとともに、組合に対する支配介入に当たるといえるか。)について 
組合は、会社が、平成22年12月「5日以降の一時金支給時に、組合の組合員 
こ対し、組合員であることを理由として調整加算金を支給してこなかった旨の主張 
をする。 しかしながら、前記認定事実によれば、調整加算金については、Z3社及びZ2 

社当時から支給されており、支給条件を規程等として定める形式は整えられてい 
ないものの、会社は、Z2社から事業譲渡を受けた際、従前の調整加算金の内容 
をそのまま引き継ぎ、支給対象者に関する年齢要件に従って調整加算金を支給 
していたこと、A2組合員及びA3組合員は、平成19年度から平成22年「2月15 
日までの間、いずれも当該年齢要件に該当せず、調整加算金を受けるべき対象 
者に当たらなかったため、調整加算金が支払われなかったこと、会社は、平成22 
年12月15日を最後に調整加算金の支給をやめており、以後は、組合員である 
か否かにかかわらず、調整加算金を支給していないことが認められる。 
したがって、会社が、平成22年12月15臼以降の〇時金支給時に、組合の組 
合鼻に対し、組合員であることを理由として調整加算金を支給してこなかったと認 
めることはできず、他にこれを覆すに足りる証拠はない。 
2争点(2)(平成22年度冬季一時金及び平成23年度夏季一時金の減額に係る 
団体交渉における会社の対応は、不誠実であったといえるか。)について 
(2)団体交渉拒否等の該当性 
ア平成22年度冬季一時金について 蒜緒籠詳嵩繋繍警護謀議認繕離呈繋 が達成できない場合でも、争いのない範囲で支払時期に冬季一時金の支払を行 

い、その後もさらに合意形成のための交渉を続けたものであるから、不誠実な対 

https ://www.mhlw. go j p/churoi/meire」dbthan瓜1 0 5 8 8.html
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応ということはできず、実質的に団体交渉拒否に該当するということもできない。

擬聾躍藷彊灘躁鬱擬
対応をしていたものというべきであるから、不誠実な対応ということはできず、実
質的に団体交渉拒否に該当するということもできない。
(3) 19. 4　4協定書について
1 9. 4. 4協定書はいわゆる事前協議同意約款を定めた従前の協定書を変更し
たものであり、その文言に照らし、事前協議同意約款を定めたものと認めることは

毒講造詣藷寵翰諾議寵欝鵠翰誤認醒矯結
誤認漬覇海難控欝諦鴇灘籍翳観し認

諾繋悲諾鰭鵠閥熟議縄緒鵠
ことを前提とした組合の主張は、いずれも採用することができない。
3　争点(3)(平成23年7月分から同24年3月分までの賃金の減額に係る団体交
渉における会社の対応は、不誠実であったといえるか。 )について
平成23年度の賃金の減額に係る団体交渉における会社の対応は、組合に対
し、賃金減額の必要性について具体的に説明し、団体交渉を重ねた後、賃金を減

警報擬態罵雑然龍繰曇結語曝繋琵絃誓
誠実な対応とはいうことはできず、実質的に団体交渉拒否に該当するということも
できない。
4　争点(4)(補助参加人が平成2「年度の福利厚生資金の支給をやめたこと及び

謀議鱗鶉謀議麗競鰯醜
く1)支配介入の該当性
まず、前記2(1)ア、別紙2認定のとおり、平成13年度から平成2〇年度までの

聾諦諾吉錯雑諾鰯認識毒鶴居嘉菩暑
ことが認められる。
このことからすると、福利厚生資金については、結果的に各年度において同様

欝馨態競諜経籍擬護籍譲籍
また、会社が平成21年度の福利厚生資金の支給を取りやめ、平成22年度以

監護護護議鵜籠謙譲露盤諾欝

繋覇露鱗護擬
及び支給方法の変更が、会社において組合を弱体化する意図のもとに行われた
も鰭軍紫謀踵賽暑こ関する会社の対応は、支配介入に該当するとは認

められない。
(2)団体交渉拒否等の該当性
福利厚生資金に係る団体交渉における会社の対応は、合意達成の可能性を模

鶉篭端轄欝譜護持浩葉賎誓課聖ということはで
5　争点(5)(会社が、 A3組合員に対し、同人の懲戒処分に係る弁明の機会につ
いて通知したことは、組合に対する支配介入に当たるといえるか。 )について

志諾諾讃態叢繋護憲議認諾蒜嵩

擢鰍羅謀議翳藍
色轄鵜濃霧掌鰊輔蒸器齢講話磐築碧琵諾
属する労働組合如何にかかわらず、行うことができる性質の行為である。本件に
おいて、 A3組合貝に対する懲戒権の行使そのものが不当労働行為となることを
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介入行為であると認めることはできない。
6　争点(6) (会社が、21, 5. 8団交以降、組合の事務所での団体交渉開催に応
じていないことは、労働組合法7条2号違反に当たるとともに、組合に対する支配
介入に当たるといえるか。 )について
(2)団体交渉拒否の該当性
会社は、団体交渉それ自体を拒否していたものではなく、会社の工場以外の中
立的な場所での開催を提案し、組合が会場費用の発生しない組合の事務所での
開催を要請すると、自ら費用を負担することとして会社の工場以外の中立的な場
所において団体交渉を開催している。

隷J黙諾鱗鵜離誤読諜謀譜磐話
由がなかったとはいえず、組合の事務所での団体交渉開催に応じられない理由
も具体的に説明している。
したがって、会社が、 21. 5. 8団交以降、組合の事務所での団体交渉開催に
応じていないことは、正当な理由のない団体交渉拒否には当たらない。
(3)支配介入の該当性
組合が主張するように、 21. 5　8団交まで、会社の工場と組合の事務所とで交
互に団体交渉を開催していた事実を認めるに足りる的確な証拠はないのみなら
ず、前記(2)のとおり、会社が組合の事務所以外での団体交渉開催を求めたこと
には理由があり、かつ、会社は、団体交渉を中立的な場所で行うことも提案し、実
際に自ら費用を負担して、公共施設において団体交渉を行うなどしていることが

蒜轄輪蔓繍歴揺鐸統合鶏舎提議離籍
のとは認めることはできず、組合に対する支配介入の意思も認めがたいというべ
きである。
7　争点(7)(会社が、組合のX2分会事務所及び掲示板を撤去したことは、組合に

麗吾醗慰議等卦競蓄膿諸説竺藷鵜倉課籍
ついて
(2)支配介入の該当性
1 5. 1 1. 18協定書の解釈としては、同協定書に基づくX2分会事務所及び掲

醗競灘轡擬醗擬窺欝
籠讃擬態繋諜謀議鵠讃鶉露
人の意思があったとは認めることができず、他にこれを認めるに足りる証拠はな
い。
(3)団体交渉拒否の該当性
分会組合員が-人も存在しない状態になってもX2分会事務所の明渡しと掲示

犠藷競鐙績醗擬態鱒
を蔀撰訟摂認譲畳舗濃築館無籍籠読潰欝
繰鷲鰹書誌擬藍認繰澱禽鵜繚婆諜君島
なかったという関係は認められない。
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労働委員会関係裁判例データベース

(この事件の全文鰭報は、このページの最後でご覧いただけます。 )

上手闘　輔認]

概要情報 

事件番号"通称事件名 �8ﾈｹ靼(ﾝ兌ﾙ�ﾃ#吋竏ﾗ85"��c�ベﾘb�
関西宇部不当労働行為救済申立棄却命令取消請求控訴事件 

控訴人 譜�Y┼:ﾙ�xﾘxｭi�ﾉ&霎i�h5(98迚YB��Y�xﾘx�b��

被控訴人 俛�引瓜ｨﾗ9�ﾙ*�)(h匯┼:ﾘ効醜橙��

被控訴人補助参加人 乘H�檍��｢��X檍���b��

判決年月日 兌ﾙ�ﾃ#吋���ﾈ���?｢�

判決区分 弍ﾈｷ��

重要度 ��

事件概要 ���xﾘx*ｨ��t�耳鳧ｾ�,ﾉ+)�陷�螽ｾ�,ﾉW8辷ｸｸ,�.h.俚y¥ｩ4偃h宜*(,ﾈｽh鉅ｷ�-�[ﾒ�
成22年「2月15日以降の-時金の調整加算金の支払、②一時金、賃金の支給 

警墓室駿騎賎蔓繚監鍵詳絵藷龍轟総轄蕊最 
額分の支払、⑤組合との合意のない賃金減額の禁止及び平成23年7月分以降 
の賃金減額分の支払、⑥組合員の労働条件について組合員に対する個別交渉 
の禁止及び組合員の懲戒処分についての団体交渉応諾、⑦組合の副執行委員 
長が出席することを理由とした団体交渉拒否の禁止並びに副執行委員長の謝罪 
及び交渉担当者の変更を団体交渉開催の条件とすることの禁止、⑧平成21年 
度以降の福利厚生資金の支払並びに福利厚生資金の支給額及び支給方法につ 
いての誠実団体交渉応諾、⑨組合の事務所での団体交渉開催拒否の禁止、⑲ 
組合の分会事務所及び掲示板の回復並びに分会事務所等の設置についての誠 

課幣韓護灘繁醐攫韓憩載琵縮 
し立てた事件である。 
2　大阪府労蚕は、会社に対し、土曜稼働に係る団体交渉応諾(上記⑫)及び組 
合の副執行委員長の出席を理由とする団体交渉拒否等が不当労働行為である 
と認められたことに係る文書の組合への手交(上記⑦)を命じ、その余の申立てを 
棄却した。 
3　会社及び組合は、これを不服として、中央労働委員会に、それぞれ再審査を 
申し立てた。中労委は、各再審査申立てをいずれも棄却した。 
4　組合は、これを不服として東京地裁に行政訴訟を提起したが、同地裁は、組 
合の請求を棄却した。 
5　組合は、これを不服として東京高裁に控訴したが、同高裁は、組合の控訴を 
棄却した。 

判決主文 ��gｸﾈ�I��/�ｯﾈｷ�+x.��"�
2　当蕾における訴訟費用(補助参加により生じた費用を含む。)は控訴人の負担 
とする。 

判決の要旨 ��c99hﾝ僵ｸ�,ﾉKｹ&b�/�ｶ>,I+9Di��9亳>,IV�<映Hｶ9+2�

及び理由」欄の「第3　当裁判所の判断」の1から7までに記載のとおりであるか 
ら、これを引用する。 
(以下略) 
2　控訴理由について 
(1)争点(1)(調整加算金)について 

攫繋躍鵠讃議艶麗籠議錯綜 諾意艦崖託璧鵠欝雑灘醐鷲誤講志 

いだ」から、不利益取扱いに当たると主張する。 しかし、前記第3の1(1)で説示したとおり、会社が、非組合員に支給するとの 従前の慣行も踏襲したものとは認められないから、組合の上記主張は採用できな 

い。 (2)争点(2)(平成22年度冬季一時金及び平成23年度夏季一時金減額に係る団 

擬鶉讃撰鰹讃譲驚 
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繋擬警護毒擬翳襲醗鶉蒸
翳灘繁藤翳讃讃薮類

題麗醗藷籍籠翳酸
わりはないと主張する。

竺器欝譲攫擬撥醗醗欝龍
的な説明をし、組合側の意見や質問についても対応をしていること、交渉が減額

曇護鰭謀議態鷲麗讃議諜藷幣
譲寵藷攫鶉攫饗競畿讃鰭艶
の相応の対応をしていたものといえるから、会社の対応が不誠実であるとはいえ

薫親藩謂麟轍酷評緒轄鱒韓操
端緩磐摺霜ら同24年。月分までの賃金減額に係る団体交渉)

諾謹醒讃蒜醗欝護憲諾護憲
の相応の対応であったと認めることができるから、不誠実な対応ということはでき
ない。
(4)争点(4) (福利厚生資金)について

「誓曹議書或苗考課瀬濃繰言籍縫解離蔀そ

擬灘第
蘇翳繋繋灘擬態覿
な行馬手赤丸また二会社が懲戒処分に先立って必要な手続をとることは妨げら
れないのであるから、 A「組合員に上記通知をすることは、義務的団交事項には

緒熟離譜智なるものではない。

擬欝灘轡讃擬
介入にも当たらないというべきである。
(7弓箭を盤詮議鷲讃磐諜幣鵜胎。組合員は、自らX2分会

がなくなるとして分会事務所の明渡しや掲示板の撤去を申し入れたことが認めら

饗饗撥擬轡襲態
定は左右されない。
(8)以上から、組合の主張はいずれも採用できない

上先頭に戻るユ
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最高裁平成29年(行ツ)第66号・平成29年(行ヒ)第65号(概要情報)

労働委員会関係裁判例データベース

(この事件の全文情報は、このページの最後でご覧いただけます。 )

[判例一覧に戻る]上顛慕情覿]

概要情報 

事件番号・通称事件名 俐Xﾘ(ﾝ兌ﾙ�ﾃ#僖竏ﾗ862��cchﾘh�Y[ﾙ�ﾃ#僖竏ﾗ87���ccXﾘb�

上告人兼申立人 負┼:ﾙ�xﾘxｭi�ﾉ&霎i�h5(98迚YB�

被上告人兼相手方 俛�引瓜ｨﾗ9�ﾙ*�)(h匯┼:ﾘ効醜橙��

同補助参加人 乘H�檍��｢�

決定年月日 兌ﾙ�ﾃ#僖纔ﾈ繦?｢�

決定区分 ��8ﾙ�ｯﾈｷ�(�8ﾙ�W8�9yﾒ�

重要度 ��

事件概要 ����xﾘx*ｨ��З耳鳧ｾ�,ﾉ+)�陷�螽ｾ�,ﾉW8辷ｸｸ,�.h.俚y¥ｩ4偃h宜*(,ﾈｽh鉅ｷ�-��
平成22年12月15日以降の〇時金の調整加算金の支払、②鵜時金、賃金の支 
給額についての誠実団体交渉応諾、③組合との合意のない-時金の減額及び 
夏季と冬季の支給配分変更の禁止、④平成22年度及び同23年度の鵜時金の 
減額分の支払、⑤組合との合意のない賃金減額の禁止及び平成23年7月分以 
降の賃金減額分の支払、⑥組合員の労働条件について組合貝に対する個別交 
渉の禁止及び組合員の懲戒処分についての団体交渉応諾、⑦組合の副執行委 
員長が出席することを理由とした団体交渉拒否の禁止並びに副執行委員長の謝 
罪及び交渉担当者の変更を団体交渉開催の条件とすることの禁止、⑧平成21 
年度以降の福利厚生資金の支払並びに福利厚生資金の支給額及び支給方法に 
ついての誠実団体交渉応諾、⑨組合の事務所での団体交渉開催拒否の禁止、 
⑩組合の分会事務所及び掲示板の回復並びに分会事務所等の設置についての 
誠実団体交渉応諾、⑪謝罪文の掲示及び交付、⑫土曜日を含む休日の工場の 
稼働(以下「土曜稼働」という。)についての誠実団体交渉応諾を、救済内容として 
申し立てた事件である。 
2　大阪府労蚕は、Z会社に対し、土曜稼働に係る団体交渉応講(上記⑫)及び組 

鵠醗議離轄認諾誌離怒掌烈士認凝議翳鵜 
申立てを棄却した。 
3　会社及び組合は、これを不服として、中央労働委員会に、それぞれ再審査を 
申し立てた。中労委は、各再審査申立てをいずれも棄却した。 
4　組合は、これを不服として東京地裁に行政訴訟を提起したが、同地裁は、組 
合の請求を棄却した。 
5　組合は、これを不服として東京高裁に控訴したが、同高裁は、組合の控訴を 
棄却した。 
6　組合は、これを不服として最高裁に上告及び上告受理申立てを行ったが、最 
高裁は上告棄却及び上告審として受理しない旨決定した。 

判決主文 ��gｸﾈ��8ﾙ�/�ｯﾈｷ�+x.��"�
2　本件を上告審として受理しない。 
3　上告費用及び申立費用は上告人兼申立人の負担とする。 

判決の要旨 ���8ﾙ�,�,(*(,B�
民事事件について最高裁判所に上告をすることが許されるのは民訴法312条 
1項又は2項所定の場合に限られるところ,本件上告の理由は違憲及び理由の不 
備"食違いをいうが,その実質は単なる法令違反を主張するものであって,明らかに 
上記各項に規定する事由に該当しない。 
2　上告受理申立てについて 
本件申立ての理由によれば本件は.民訴法318条1項により受理すべきものと 
よ認められない。 

その他 ��

顛末情報 

事件番号/行訴番号 冖ﾙ}�iZ｢�ｸﾈ粟iZ｢�命令年月日/判決年月日 

大阪府営香平成23年(不)笛63号"24 年(不)第51号 �ｩYHｷ鞋��平成25年10月15日 

申営登平成25毎(不再)緯77号“第79 呈 弍ﾈｷ��平成27年1月21日 

底意抽栽平成27年(行引篭371号1 i　　　　i 迄ｯﾈｷ��������������������ﾂ�i平成28年4月14日　1 i　　　i 
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